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ポイント

◎優れた着眼点（取り組みが早い！）

今、計画に関わる者が皆知りたいこと

◎データの扱い方が上手い（組み合わせ）

感謝：PTデータ活用

◎クリアで有用な成果：定量的情報

居住地選択の実態、交通行動に及ぶ影響



総トリップ数が初めて減少
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図 人口および総トリップ数の経年変化

近畿圏、中京圏でも全く同様のパターン
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図 年齢階層別外出率の経年変化

若年層の外出率低下が顕著

東京PTが示すコロナ前の構造変化：
リモートワークを含むオンライン化が主要因



東京PT附帯調査：この10年間での仕事の仕⽅の変化

作成：The Institute of Behavioral Sciences | 計量計画研究所4

 対⾯での打合せからWeb、テレビ会議へかなり置き換わり割合は約21%

 対⾯での営業から電⼦メールでの営業にかなり置き換わり割合は約23%

 商品の持参・納品からメールなどでの電⼦送付にかなり置き換わり割合は約29%

⇒移動を伴わない仕事の機会が増加

＜10年間での仕事の仕⽅の変化＞

資料：国⼟交通省 パーソントリップ調査補完調査（東京都市圏）



議論

１）転居者：属性の深堀り

２）転居者以外に対しても、ブラックホールのように

諸活動を吸い込む「リモート」の存在

３）実空間からの退却！：都市サービスの配置が現状

のままという前提が崩れていく!?
（O:住宅だけでなく、D:目的地の変質）

４）良好な都市構造実現のために政策として実際に

必要なことは何か



図：リモートワーク制度の有無別の在宅勤務率(9:00〜18:00の延べ時間ベース)の
3時点変化（2020年4⽉の最初の緊急事態宣⾔時）
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会社に制度があるが、
⽴場上⾃分は使えない(n=1,175)

制度はない(n=3,837)

(%)

※就業形態が「⾃営業主・家族従業者」は除いて算出を⾏っている

出所：国⼟交通省実施のコロナ⽣活⾏動調査

追加の視点：会社側の体制
制度の有無がリモートワーク実施の⽀配的要因



図：職種別オンラインシフト率
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駅近でオンラインシフトが進んだが、
それは「職種」が影響？
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筑波大学谷口守研究室で独自に実施した調査結果から：
2021年2月につくばエクスプレス沿線自治体居住者を対象に調査実施。オンライン
シフト率の定義は、「リモートワークが増加し、出勤が減少した人の割合」

図：居住地属性別オンラインシフト率
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国土交通省コロナ生活行動調査から

⾷料品・⽇⽤品以外のネット購⼊
（インターネット通販・フリーマーケットサービスなど）

⾷料品・⽇⽤品のネット購⼊
（ネットスーパーなど）

⾷事のデリバリーサービス・出前

家族や知⼈とのビデオ通話

オンライン会議

オンライン診療

オンライン授業・講義（学校、塾等）

オンラインでの習い事・レッスン

オンライン飲み会

 今後オンラインで続けたいこと︓
購買系は今後もオンライン化が顕著

意識調査

※わからないとの回答者は集計対象外としています。

■とてもそう思う ■そう思う ■どちらでもない ■そう思わない ■全くそう思わない
今後⾏いたい、続けたいと思う 今後⾏いたい、続けたいと思わない

凡例
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国土交通省都市局調査



GAFA

https://www.nakajima-it.com/about_bath_chinahttps://search.yahoo.co.jp/image/search?p=GAFA&fr=top_ga1_sa&ei
=UTF-8#7370c9cf03fcb40eb95b22da2df480af

としまえん 2012.8.⾕⼝守撮影⼤阪 新世界 2012.9.⾕⼝守撮影

オンラインに代替される良きまち（ゆっくり来る津波）



https://www.mlit.go.jp/toshi/machi/content/001361467.pdf



https://www.mlit.go.jp/toshi/machi/content/001361467.pdf



１５分都市圏へのニーズ
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東京都市圏PT調査技術検討委員会検討案

・モビリティ進化と都市進化の速度・内容をシンクロさせること。

人中心のモビリティ・ネットワークへ
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新たなスリーマグネット論へ

出所）E. Howard: Garden Cities of To-morrow, London: Swan Sonnenschein & Co., Ltd., 1902.
谷口守・岡野圭吾：分散型国土とコンパクトシティのディスタンス、－COVID-19下の国土・都市計画に対する試論－、
土木学会論文集D3、2021.


